
業務棚卸評価シート 1/10

23年度 24年度 25年度 4,433 4,433 22,296 22,296

1 総
事務の効率化の
推進及びサービ
スの向上

窓口サービスのあり方や
窓口事務の改善に向けて
必要な事項について調査
研究する。

職員
政
策

本庁舎再整
備（平成２
７年度）

本庁舎再整
備基本計画
への位置付
け

本庁舎再整
備基本計画
への位置付
け

基本設計、
実施設計に
基づく事務
調整

本庁舎再
整備基本
計画への
位置付け

新庁舎建設に向けて
の調整、窓口サービ
スのあり方に基づく
事業の調整等を予定
どおりに進めること
ができた。

Ｂ 14,679

業
務
計
画

未 高 中 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

1

事務の効率化の
推進及びサービ
スの向上

新庁舎建設に
おける基本計
画・実施設計
等との整合

新庁舎建設に
伴う会議等で
の調整

２４年３
月

２４年３
月

新庁舎建設に
おける基本計
画・実施設計
等との整合

新庁舎建設に
伴う会議等で
の調整

２５年３
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1

事務の効率化の
推進及びサービ
スの向上

窓口サービス
提供のあり方
に基づく事業
の推進

関係課かいと
の調整

２４年３
月

２４年３
月

窓口サービス
提供のあり方
に基づく事業
の推進

関係課かいと
の調整

２５年３
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1

事務の効率化の
推進及びサービ
スの向上

情報推進最適
化に伴う情報
システム整備
との整合

関係課かいと
の調整

２４年３
月

２４年３
月

情報推進最適
化に伴う情報
システム整備
との整合

関係課かいと
の調整

２５年３
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1

事務の効率化の
推進及びサービ
スの向上

各課への提出
書類の一時預
かりシステム
の検討

関係課かいと
の調整

２４年３
月

２４年３
月

各課への提出
書類の一時預
かりシステム
の検討

関係課かいと
の調整

２５年３
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1

事務の効率化の
推進及びサービ
スの向上

窓口及び執務
空間改善支援
調査業務

執務空間及び
窓口レイアウ
ト設計等

２５年３
月

14,679

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

2 総
外郭団体の経営
改善

外郭団体の自立を目指
す。

団体
政
策

(財)都市施
設公社の解
散

２３年度 ２４年度
外郭団体の
経営改善の
検証

23年度

都市施設公社を解散
し、文化・スポーツ
振興財団及びシル
バー人材センターへ
事業移行を完了し
た。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

2
外郭団体の経営
改善

外郭団体の整
理統合に関す
る調整会議の
開催

実施回数 年８回 年10回

2
外郭団体の経営
改善

外郭団体の整
理統合

整理統合の時
期

２４年３
月

２４年３
月

外郭団体の整
理統合

財団法人都市
施設公社の清
算事務等の確
認

２４年９
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
外郭団体の経営
改善

出資団体以外
の外郭団体の
あり方の検討

検討時期
２４年３
月

２４年３
月

出資団体以外
の外郭団体の
あり方の検討

検討時期
２５年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
外郭団体の経営
改善

公益法人制度
改革への対応
及び調整

対応時期
２４年３
月

２４年３
月

公益法人制度
改革への対応
及び調整

対応時期
２５年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3 総
総合計画実施計
画策定事務

平成２３年度からスター
トする次期総合計画（基
本構想・基本計画等）の
策定を行う。

市民・
関係各

課

定
例
定
型

進ちょく状
況

庁内調整
第2次実施
計画の策定

－ 892
庁内調整
の実施

財務部・総務部との充分な
協議の実施及び庁内検討会
議などの庁内調整を行い、
第２次実施計画策定に向け
た機運を高めた。

Ａ 2,073

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 25

第２次実施計画にお
いて「行政評価シス
テムの活用による組
織マネジメントの推
進」と統合

減
ら
す

3
総合計画実施計
画策定事務

第２次実施計
画策定方針の
検討

庁内検討会議
開催回数

年３回 年１５回
第２次実施計
画事業案の検
討

庁内検討会議
開催回数

年２回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3
総合計画実施計
画策定事務

総合計画審議
会運営事務

審議会開催回
数

年５回 年５回 892
総合計画審議
会運営事務

審議会開催回
数

年５回 1,167

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
減
ら
す

3
総合計画実施計
画策定事務

第２次実施計
画策定方針の
作成

策定方針の作
成

２４年２
月

２４年３
月

第２次実施計
画の策定

策定時期
２５年３
月

102

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

3
総合計画実施計
画策定事務

実施計画に関
する意見聴取

①議員意見交換
会・②地区懇談
会・③分野別懇
談会

①各会派１
回・②１２
地区各１
回・③２分
野各１回

804

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
減
ら
す

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

活動指標の名称

企画経営課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況 改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

企画経営課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標 先を見据えた政策を実現する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）
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23年度 24年度 25年度 4,433 4,433 22,296 22,296

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

活動指標の名称

企画経営課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況 改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

企画経営課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標 先を見据えた政策を実現する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

4 総

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

ＰＤＣＡサイクルを活用
し、総合計画の進行管理
を見据えた行政評価制度
の推進を図る。

各課

定
例
定
型

総合計画審
議会の開催
回数

年５回 年５回 年５回 年５回

総合計画審議会で事務事業
評価の外部評価手法の審議
及び外部評価の実施によ
り、外部の意見を取り込む
仕組みができてきた。

Ａ 1,201

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 25

第２次実施計画にお
いて「総合計画実施
計画策定事務」と統
合

減
ら
す

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

事務事業内部
評価（業務棚
卸評価）シー
トの検討

シートの確定
時期

２３年５
月

２３年５
月

事務事業内部
評価（業務棚
卸評価）シー
トの検討

シートの確定
時期

２４年４
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

事務事業内部
評価（業務棚
卸評価）シー
ト作成支援・
取りまとめ

理事者ヒアリ
ングの実施時
期

２３年８
月

２３年８
月

事務事業内部
評価（業務棚
卸評価）シー
ト作成支援・
取りまとめ

理事者ヒアリ
ングの実施時
期

２４年８
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

事務事業評価
（業務棚卸評
価）結果の議
会への資料提
供

提供時期
２３年９
月及び２
４年２月

２３年９
月及び２
４年２月

事務事業評価
（業務棚卸評
価）結果の議
会への資料提
供

提供時期
２４年９
月及び２
５年２月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

事務事業評価
（業務棚卸評
価）結果の市
民への公表

公表時期
２３年１
０月

２３年１
０月

事務事業評価
（業務棚卸評
価）結果の市
民への公表

公表時期
２４年１
０月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

事務事業外部
評価シートの
検討

シートの確定
時期

２３年５
月

２３年５
月

事務事業外部
評価シートの
見直し検討

シートの確定
時期

２５年３
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

事務事業外部
評価シート作
成支援・取り
まとめ

総合計画審議
会による外部
評価の実施時
期

２３年６
月

２３年６
月

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

事務事業外部
評価結果の内
部評価への反
映

外部評価結果
の市長報告時
期

２３年８
月

２３年８
月

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

事務事業外部
評価結果の議
会への資料提
供

提供時期
２３年９
月及び２
４年２月

２３年９
月及び２
４年２月

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

事務事業外部
評価結果の市
民への公表

公表時期
２３年１
０月

２３年１
０月

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

施策評価シー
トの作成

シートの確定
時期

２４年４
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

施策評価シー
ト作成支援・
取りまとめ

総合計画審議
会・行政改革推
進委員会による
外部評価の実施
時期

２４年６
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

総合計画審議
会による施策
の外部評価の
実施

実施時期
２４年６
月

771

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
減
ら
す

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

行政改革推進
委員会による
施策の外部評
価の実施

実施時期
２４年６
月

430

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
減
ら
す
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23年度 24年度 25年度 4,433 4,433 22,296 22,296

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

活動指標の名称

企画経営課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況 改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

企画経営課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標 先を見据えた政策を実現する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

施策の外部評
価結果の内部
評価への反映

外部評価結果
の市長報告時
期

２４年８
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

施策の内部評
価の実施

理事者ヒアリ
ングの実施時
期

２４年８
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

施策評価結果
の公表

公表時期
２４年１
０月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

施策評価結果
の第２次実施
計画への反映

反映時期
２４年１
２月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

施策の外部評価結果
の反映状況の総合計
画審議会、行政改革
推進委員会への報告

報告時期
２５年３
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

行政評価関連
研修及び講座
の受講

研修及び講座
の受講回数

１回 １回
行政評価関連
研修及び講座
の受講

研修及び講座
の受講回数

１回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

施策・政策評
価の制度設計

総合計画審議
会への報告

２３年１
０月

２３年１
１月

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

第５次実施計
画の評価

総合計画審議
会への報告

２３年１
０月

２３年１
１月

4

行政評価システ
ムの活用による
組織マネジメン
トの推進

事務事業評価
結果の審議会
への報告

総合計画審議
会への報告

２３年１
０月

２３年１
１月

5 総
第３次行政改革
の推進

多様な主体との協働によ
る質の高い行政経営を実
現する。

市民

定
例
定
型

実施計画の
策定時期
（実績検証
も含む）

８月 ８月 ８月 465 11月

第３次行革大綱実施
計画（２３年度版）
を予定どおり策定し
た。

Ａ 697

業
務
計
画

未 高 中 高
現状維

持
なし

維
持

5
第３次行政改革
の推進

実施計画の策
定

策定期限
２３年８
月

２３年１
１月

実施計画の策
定

策定期限
２４年９
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

5
第３次行政改革
の推進

パブリックコ
メントの実施

パブコメ実施
回数

年１回 年１回

5
第３次行政改革
の推進

行政改革推進
本部及び幹事
会の設定

会議の実施回
数（合計）

年２回 年８回
行政改革推進
本部及び幹事
会の設定

会議の実施回
数（合計）

年３回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

5
第３次行政改革
の推進

行政改革推進
委員会の設定

会議の実施回
数

年２回 年４回 344
行政改革推進
委員会の設定

会議の実施回
数

年６回 637

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

5
第３次行政改革
の推進

行政改革推進
委員会議事録
の作成（委
託）

議事録の掲載
時期

会議終了
後３週間
まで

会議終了
後３週間
以内に公
表

121
※上記活動セ
ルと統合

業
務
計
画

5
第３次行政改革
の推進

総合計画に対
応した新たな
行政経営のあ
り方の検討

検討結果のと
りまとめ時期

２４年３
月

２４年３
月

総合計画に対
応した新たな
行政経営のあ
り方の検討

総合計画との
一体化

２５年３
月

60

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6 総
政策的な調整に
関する事務

庁内横断的に対応すべき
政策的課題について、関
係部局と連携し、的確な
事業の方向性について調
整を行う。

当該地
域及び
地域周
辺住

民、整
備予定
施設利
用者

定
例
定
型

調整事務数 ６事務 ６事務 ６事務 ９事務
各政策に対して必要
に応じた調整ができ
た。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 4,433 4,433 22,296 22,296

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

活動指標の名称

企画経営課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況 改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

企画経営課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標 先を見据えた政策を実現する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

6
政策的な調整に
関する事務

ＪＲ茅ヶ崎駅
改良計画

調整回数 年６回 年６回
ＪＲ茅ヶ崎駅
改良計画

調整回数 年3回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24
JR駅改良が具体化
したため、調整内容
が軽減

予
算
な
し

6
政策的な調整に
関する事務

文化資料館移
転に伴う周辺
整備

調整回数 年２回 年２回
文化資料館移
転に伴う周辺
整備

調整回数 年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6
政策的な調整に
関する事務

資源物選別処
理跡地の土地
利用

調整回数 年３回 年６回
資源物選別処
理跡地の土地
利用

調整回数 年３回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6
政策的な調整に
関する事務

中海岸県有地
の土地利用

調整回数 年４回 年８回
中海岸県有地
の土地利用

公園計画等の
決定

25年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6
政策的な調整に
関する事務

西浜駐車場跡
地の土地利用

調整回数 年６回 年６回
西浜駐車場跡
地の土地利用

地区計画の策
定

24年12
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6
政策的な調整に
関する事務

（仮称）小出
第二小学校用
地の土地活用
等に関する調
整事務

調整回数 年３回 年２回

（仮称）小出第二
小学校用地の土地
活用等に関する調
整事務

調整回数 年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6
政策的な調整に
関する事務

その他政策的
な調整に関す
る事務

調整回数 年１０回 年１６回
その他政策的
な調整に関す
る事務

調整回数 年１０回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6
政策的な調整に
関する事務

庁内研修会の
実施

実施回数 年１回 年１回
庁内研修会の
実施

実施回数 年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6
政策的な調整に
関する事務

外部講演会・
研修会への参
加

参加回数 年２回 年２回
外部講演会・
研修会への参
加

参加回数 年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6
政策的な調整に
関する事務

事業NO.９へ
統合

事業NO９へ統
合

6
政策的な調整に
関する事務

暴力団排除条
例の推進

庁内進行管理
２４年３
月

２４年３
月

※安全対策課
へ事務移管

7 総
各個別プランの
進行管理事務

各課の個別計画につき総
合計画との整合を図るた
め、その個別計画の進行
管理等を行う。

個別計
画所管

課

定
例
定
型

庁内照会回
数

１回 １回 １回 １回
各課の個別計画の進
行管理状況の確認を
行うことができた。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

7
各個別プランの
進行管理事務

個別プラン進
行状況表の作
成

関係課照会及
びヒアリング
の実施回数

年１回 年１回
個別プラン進
行状況表の作
成

関係課照会及
びヒアリング
の実施回数

年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8 総
土地利用調整事
務

市内の一定規模以上の土
地利用について庁内調整
を図る。

関係各
課、開
発事業

者

定
例
定
型

事業者等へ
の要望

案件ごと 案件ごと 案件ごと 案件ごと
土地利用条例に基づ
く審議案件に合わせ
た調整ができた。

Ｂ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

8
土地利用調整事
務

※平成２３年
７月より都市
計画課に事務
移管

※平成２３年
７月より都市
計画課に事務
移管

8
土地利用調整事
務

土地利用に関
する庁内調整

調整案件 １０件 ２件
土地利用に関
する庁内調整

調整案件 ５件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9 総

PPP（公民連携
手法）の推進
※民間委託等の
推進

民間活力を活用し行政の
スリム化を図る

各課

定
例
定
型

推進方策の
検討

基本的な考
え方の策定

具体的方策
の検討

具体的方策
の検討・実
施

30
基本的な
考え方の

策定

「公民連携推進のた
めの基本的な考え
方」を策定した。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 なし

予
算
な
し

9

PPP（公民連携
手法）の推進
※民間委託等の
推進

公民連携の基
本的な考え方
の策定

策定時期
２３年８
月

２４年２
月

30
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23年度 24年度 25年度 4,433 4,433 22,296 22,296

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

活動指標の名称

企画経営課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況 改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

企画経営課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標 先を見据えた政策を実現する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

9

PPP（公民連携
手法）の推進
※民間委託等の
推進

職員研修会の
開催

実施回数 年１回 年１回
職員研修会の
開催

実施回数 年１回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

PPP（公民連携
手法）の推進
※民間委託等の
推進

推進方策の検
討・制度設計

検討時期
２４年３
月

２４年３
月

※活動を細分
化

9

PPP（公民連携
手法）の推進
※民間委託等の
推進

新しい公共推進事
業（提案型民営化
制度）の構築

検討時期
２５年３
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

可 無 有り 25
民間事業者、NPO
との協働による制度
構築を目指す。

予
算
な
し

9

PPP（公民連携
手法）の推進
※民間委託等の
推進

円卓会議準備
会の開催

開催回数 ４回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

可 無 有り 24

多様な主体との意見
交換の場を協働で運
営していくことを目
指す。

予
算
な
し

9

PPP（公民連携
手法）の推進
※民間委託等の
推進

PFI手法の検討 検討時期
２４年３
月

２４年２
月

PFI手法の検討 検討時期
２５年３
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10 総 庁内分権の推進
複雑多様化する行政課題
に対して迅速かつ弾力的
な対応をするため。

職員

定
例
定
型

庶務担当課
の機能強化
の検証

３月 ３月 ３月 ３月
庶務担当課の機能強
化について継続した
検討を行った。

Ｂ 未 高 中 中
現状維

持

予
算
な
し

10 庁内分権の推進
決裁権限の部
局への移譲の
内部検討

内部会議回数 年３回 年３回
決裁権限の部
局への移譲の
内部検討

内部会議回数 年３回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10 庁内分権の推進
部局への人件
費等の枠配分
の関係課協議

協議の実施回
数

年３回 年１回
部局への人件
費等の枠配分
の関係課協議

協議の実施回
数

年３回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

11 総
指定管理者制度
に係る検討・調
整

指定管理者制度の導入に
向け、円滑な運用を図
る。

施設所
管課

定
例
定
型

「指定管理
者制度を導
入した施設
の管理運営
状況に関す
る報告書」
の公表

１０月 １０月 １０月 70 １０月

「指定管理者制度を
導入した施設の管理
運営状況に関する報
告書」を公表した。

Ａ 50 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

11

指定管理者制度
に係る検討・調
整

指定管理者制
度の運用

モニタリング
及び基本的考
え方に関する
事務担当者会
議の開催

年１回 年１回
指定管理者制
度の運用

モニタリング及
び基本的考え方
に関する事務担
当者会議の開催

年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

11

指定管理者制度
に係る検討・調
整

指定管理者選
定等委員会議

会議の実施回
数

年５回 年７回 70
指定管理者選
定等委員会議

会議の実施回
数

年５回 50
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

11

指定管理者制度
に係る検討・調
整

指定管理者制
度導入に関す
る基本的考え
方の見直し

見直し時期
２５年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12 総 庁議事務
政策会議を円滑に進行さ
せるため、日程、資料整
理等必要な調整を行う。

職員

定
例
定
型

政策会議・
政策調整会
議開催回数

年３６回 年３６回 年３６回 1,769 年５３回

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
るが、庁議件数の抑
制が課題である。

Ａ 1,769 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

12 庁議事務

政策会議日程
の調整、資料
の取りまとめ
及び会議の運
営

会議の開催回
数

年４０回 年５２回

政策会議日程の調
整、資料の取りま
とめ及び会議の運
営

会議の開催回
数

年４０回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12 庁議事務
政策会議報告
書の作成

作成件数 年８０件 年５２件 884
政策会議報告
書の作成

作成件数 年４０件 885 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

12 庁議事務
政策会議結果
概要の情報提
供

情報提供の回
数

年４０回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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①
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②
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①
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③
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12 庁議事務

政策調整会議
日程の調整、
資料の取りま
とめ及び会議
の運営

会議の開催回
数

年４０回 年５３回

政策調整会議日程
の調整、資料の取
りまとめ及び会議
の運営

会議の開催回
数

年４０回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12 庁議事務
政策調整会議
報告書の作成

作成件数 年８０件 年５３件 885
政策調整会議
報告書の作成

作成件数 年４０件 884 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

13 総 議会調整事務

議会の一般質問に対する
答弁を円滑に行うため、
答弁資料の整理その他の
調整を行う。

議員・
職員

定
例
定
型

議会調整会
議開催回数 １２回 １２回 １２回 １２回

毎回、課の全職員で対応
し、課題を抽出して改善
しながら事務に取り組め
ている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

13 議会調整事務

答弁書作成の
割り振り、取
りまとめその
他調整

各課照会の回
数

４回 ４回

答弁書作成の
割り振り、取
りまとめその
他調整

各課照会の回
数

４回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13 議会調整事務 議会調整会議
会議の開催回
数

１２回 １２回 議会調整会議
会議の開催回
数

１２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14 総
施政方針作成事
務

市の翌年度の重要施策を
示すため、施政方針の作
成を行う。

市民・
議員

定
例
定
型

施政方針作
成回数

１回 １回 １回 １回
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

14
施政方針作成事
務

施政方針の作
成

各課照会の回
数

３回 ３回
施政方針の作
成

各課照会の回
数

３回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14
施政方針作成事
務

施政方針作成
事務

施政方針作成
時期

２４年２
月

２４年２
月

施政方針作成
事務

施政方針作成
時期

２５年２
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15 総 業務計画事務

PDCAサイクルに活用す
るため、財政や行政評価
と連携した業務計画の制
度を構築し実施する。

職員

定
例
定
型

情報交換会
の開催

２回 ２回 ２回 ２回

シート構成の工夫によ
り、施策目標（課の目
標）の優先順位を明確に
することができた。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

15 業務計画事務
業務計画シー
トの改善

改善内容の報
告

２４年３
月

２４年３
月

業務計画シー
トの改善

改善内容の報
告

２５年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無

予
算
な
し

15 業務計画事務
取りまとめ結
果の議会への
資料提供

提供時期
２３年５
月及び２
４年２月

２３年６
月及び２
４年２月

取りまとめ結
果の議会への
資料提供

提供時期
２４年５
月及び２
５年２月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無

予
算
な
し

15 業務計画事務
取りまとめ結
果の市民への
公表

公表時期
２３年５
月

２３年６
月

取りまとめ結
果の市民への
公表

公表時期
２４年５
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無

予
算
な
し

15 業務計画事務
情報交換会の
開催

開催回数 ２回 ２回
情報交換会の
開催

開催回数 ２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無

予
算
な
し

16 総
市民意識調査等
に関する事務

広聴機能、相談体制の充
実を図り、安心で安全な
市民生活の確保に努め
る。

市民・
職員

定
例
定
型

市政アン
ケートの回
収率

７０％ ７０％ ７０％ 1,042 ６１％

様々な施策に係るア
ンケート調査を実施
し、その結果を施策
推進に活用できた。

Ｂ 1,622 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

16
市民意識調査等
に関する事務

無作為抽出
3000人を対
象とした市政
アンケートの
実施

市政アンケー
トの回収率

７０％ ６１％ 1,042

層化無作為抽出
3000人を対象と
した市民満足度調
査の実施

市民満足度調
査の回収率

５０％ 1,575
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

16
市民意識調査等
に関する事務

市政モニター
によるアン
ケート調査の
実施

アンケート回
数

年４回 年４回

市政モニター
によるアン
ケート調査の
実施

アンケート回
数

年４回 47
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持
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③
成
果

実績値

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

17 総
職員提案制度の
運営及び活性化

職員提案制度を円滑に実
施することにより、職員
の意見が市政に反映され
る、より良い市政を目指
す。

職員

定
例
定
型

職員提案者
数

前年度比プ
ラス２５％

前年度比プ
ラス２５％

前年度比プ
ラス２５％

94
前年度比
プラス２

５％

提案募集、審査会等
について予定どおり
実施した。

Ａ 90 未 高 中 高
現状維

持
なし

維
持

17
職員提案制度の
運営及び活性化

提案強調月
間、課題提案
の募集

課題提案の募
集回数

年１回 年１回
提案強調月
間、課題提案
の募集

課題提案の募
集回数

年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 25
職員提案の活性化方
策を検討し、新たな
仕組みを導入する。

予
算
な
し

17
職員提案制度の
運営及び活性化

実施に向けた
調整

提案内容の実
施に向けた検
討依頼の回数

年２回 年２回
実施に向けた
調整

提案内容の実
施に向けた検
討依頼の回数

年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 25
職員提案の活性化方
策を検討し、新たな
仕組みを導入する。

予
算
な
し

17
職員提案制度の
運営及び活性化

提案審査会の
運営

審査会の実施
回数

年２回
（目標提
案者３０
人）

年２回
（提案者
数３５
人）

提案審査会の
運営

審査会の実施
回数

年２回
（目標提
案者３０
人）

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 25
職員提案の活性化方
策を検討し、新たな
仕組みを導入する。

予
算
な
し

17
職員提案制度の
運営及び活性化

褒賞の実施
褒賞の実施回
数

年１回 年１回 94 褒賞の実施
褒賞の実施回
数

年１回 90
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 25
職員提案の活性化方
策を検討し、新たな
仕組みを導入する。

維
持

17
職員提案制度の
運営及び活性化

課題設定や施
策への反映方
法の見直し

企画部内での
協議

年３回 年３回
課題設定や施
策への反映方
法の見直し

見直し素案の
作成

２５年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

18 総
組織・機構の見
直し

さまざまな行政課題や複
雑多様化する市民ニーズ
に迅速かつ的確に対応し
ていける組織機構を構築
する。

各課

定
例
定
型

組織の検証
時期

３月まで ３月まで ３月まで ３月

重要事業に効果的に
対応するために、担
当の新設等を検討
し、実施した。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

18
組織・機構の見
直し

総合計画の政
策・施策体系
に合わせた組
織の検証

各部課かいヒ
アリング

年１回 年０回

総合計画の政
策・施策体系
に合わせた組
織の検証

業務棚卸評価
による各部課
かいヒアリン
グ

年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

18
組織・機構の見
直し

緊急的かつ重
要な事業に対
応する組織の
見直しへの対
応

対応時期
２４年３
月

２４年３
月

緊急的かつ重要な
事業に対応する組
織の見直しへの対
応

対応時期
２５年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19 総
事務分掌の調整
及び改正

さまざまな行政課題や複
雑多様化する市民ニーズ
に迅速かつ的確に対応し
ていくための事務執行体
制を構築する。

各課

定
例
定
型

事務分掌の
調整及び改
正時期

３月まで ３月まで ３月まで ３月

地域主権改革及び組
織の一部見直し等に
伴う事務分掌規則の
改正を行った。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

19
事務分掌の調整
及び改正

調整のための
協議

協議・調整の
期限

２４年１
月

２４年１
月

調整のための
協議

協議・調整の
期限

２５年１
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19
事務分掌の調整
及び改正

事務分掌の調
整及び改正

例規等審査会
への提案

２４年１
月

２４年１
月

事務分掌の調
整及び改正

例規等審査会
への提案

２５年１
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

20 総

事務室の配置の
検討、調整及び
庁内サインの設
置に係る検討

限られた空間を有効に活
用し、執務環境の改善及
び市民サービスの向上を
図る。

各課

定
例
定
型

人事異動等
による配置
検討時期

３月まで ３月まで ３月まで 9 ３月
必要に応じて実施し
た。 Ａ 45 未 中 中 中

現状維
持

なし
維
持

20

事務室の配置の
検討、調整及び
庁内サインの設
置に係る検討

緊急的かつ重
要な事業に対
応する組織の
見直しへの対
応

対応時期
２４年３
月

２３年５
月／２４
年３月

緊急的かつ重要な
事業に対応する組
織の見直しへの対
応

対応時期
２５年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

20

事務室の配置の
検討、調整及び
庁内サインの設
置に係る検討

事務室配置変
更等に伴う庁
内サインの対
応

対応時期
２４年３
月

２３年５
月／２４
年３月

9

事務室配置変
更等に伴う庁
内サインの対
応

対応時期
２５年３
月

45
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持
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目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況 改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

企画経営課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標 先を見据えた政策を実現する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

20

事務室の配置の
検討、調整及び
庁内サインの設
置に係る検討

新庁舎建設に
向けての庁内
サインの検討

対応時期
２４年３
月

２４年３
月

新庁舎建設に
向けての庁内
サインの検討

対応時期
２５年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

20

事務室の配置の
検討、調整及び
庁内サインの設
置に係る検討

本庁舎３階以
上の安全性の
確保

対応時期
２４年３
月

２４年３
月

本庁舎３階以
上の安全性の
確保

対応時期
２５年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

21 総
ライフタウン市
境問題事務

市境問題の早期解決を図
るため、湘南ライフタウ
ン住民及び藤沢市との協
議を進める。

藤沢市
ライフ
タウン
住民

定
例
定
型

公共施設等
の利用案内
の発行

年１回 年１回 年１回 年１回

市境問題の早期解決を図る
ため、湘南ライフタウン住
民及び藤沢市との協議を進
め、新たな行政協力を企画
することができた。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

21
ライフタウン市
境問題事務

地域住民及び
藤沢市との調
整

調整回数 年３回 年１０回
地域住民及び
藤沢市との調
整

調整回数 年３回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

22 総
公共施設開館日
の見直しについ
ての検討

公共施設の有効活用を図
るため、施設開館日の見
直しにつき関係各課と協
議調整を行う。

市民・
職員

定
例
定
型

調整会議開
催数

３回 ３回 ３回 ３回
土日開庁の今後のあ
り方も含め、継続し
た検討を行った。

Ｂ 未 高 中 中 拡大 なし

予
算
な
し

22

公共施設開館日
の見直しについ
ての検討

完全実施に関
する検討

土曜日通年開
庁完全実施に
関する検証

年３回 年３回
完全実施に関
する検討

土曜日通年開
庁完全実施に
関する検証

年３回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 25

試行実施の結果を検
証し、対象窓口の範
囲、開庁時間等につ
いての方針を決定
し、本格実施に移行
する。

予
算
な
し

23 総
不当要求等の対
策

不当要求行為に毅然と対
応し、市民に対して公
平、公正な行政サービス
を提供するため

職員

定
例
定
型

対策に関す
る研修の実
施

１回 １回 １回 １回
目標どおり研修会を
実施した。 Ｂ 未 中 中 中

現状維
持

なし

予
算
な
し

23
不当要求等の対
策

研修会の実施
研修会の実施
回数

年１回 年１回 研修会の実施
研修会の実施
回数

年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

23
不当要求等の対
策

不当要求等対
策会議の開催

会議の召集可
能日数

３６６日 ３６６日
不当要求等対
策会議の開催

会議の召集可
能日数

３６５日
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

23
不当要求等の対
策

県警主催の研
修会への参加

受講率 １００％ 91％
県警主催の研
修会への参加

受講率 １００％
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

24 総
市場化テストに
係る研究・検討

行政サービスの質の向上
と効率化を推進する。

市民
課、納
税課

定
例
定
型

市場化テス
トに関する
情報の収集

３月まで ３月まで ３月まで ３月まで

市場化テストについ
ては、民間競争型の
提案型民営化制度と
して検討していくこ
ととした。

Ｂ 未 低 低 低
休・廃

止

24
市場化テストに
係る研究・検討

導入に向けた
検討及び情報
収集

検討及び情報
収集の時期

２４年３
月

２４年３
月

導入に向けた
検討及び情報
収集

検討及び情報
収集の時期

２５年３
月

事業NO.9の中の新
しい公共推進事業
（提案型民営化制
度）の構築による検
討へ移行

25 総
構造改革特別区
域の提案・申請
事務

地域の活性化に資するた
め、構造改革特区の提
案、申請に係る検討調整
を行う。

職員

定
例
定
型

照会回数 ３回 ３回 ３回
庁内関係課かいに事
業箇所の照会を行っ
た。

Ｂ 未 中 中 中
現状維

持

25

構造改革特別区
域の提案・申請
事務

構造改革特区
の提案・申請
に係る調整事
務

各課照会及び
調整会議の開
催回数

３回 ３回

構造改革特区、地
域再生計画の提
案・申請に係る調
整事務

各課照会及び
調整会議の開
催回数

３回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

26 総
共同調査研究事
務

種々の課題を地方自治研
究機構と共同で調査研究
することで効果的な施策
の検討を行う。

関係各
課

定
例
定
型

調査・研究 ３月まで ３月まで ３月まで 45
庁内関係課かいに事
業の抽出を行った。 Ｂ 45 未 高 高

現状維
持

維
持

26
共同調査研究事
務

共同調査研究
事業に応募す
る事業の抽出

検討回数 １回 １回 45
共同調査研究
事業に応募す
る事業の抽出

検討回数 １回 45
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

27 総
押印・性別記載
の廃止の推進

事務の合理化及び手続の
簡素化を図る。

各課

定
例
定
型

庁内におけ
る実態調査

１回 １回 １回 １回

取組みが可能なもの
については、継続し
た検討を行うため
に、現状の確認を
行った。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

27
押印・性別記載
の廃止の推進

押印廃止に向
けた各課の対
応状況の調査

調査の実施回
数

年１回 年１回
押印廃止に向
けた各課の対
応状況の調査

調査の実施回
数

年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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今後の事業展開
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決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額
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事務事業の目的に対
する成果の状況
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の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

活動指標の名称

企画経営課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況 改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

企画経営課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標 先を見据えた政策を実現する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

27
押印・性別記載
の廃止の推進

性別記載廃止
に向けた各課
の対応状況の
調査

調査の実施回
数

年１回 年１回

性別記載廃止
に向けた各課
の対応状況の
調査

調査の実施回
数

年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

28 総
地方自治法等の
改正の対応

地方自治法等の改正によ
る業務対応

職員

定
例
定
型

地方自治法
改正に伴う
対応

３月まで ３月まで ３月まで ３月まで
必要に応じて確実な
対応を行うことがで
きた。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

28
地方自治法等の
改正の対応

地方自治法等
の改正の動向
に係る情報収
集

情報収集不足
により適切に
対応できな
かった回数

０回 ０回

地方自治法等
の改正の動向
に係る情報収
集

情報収集不足
により適切に
対応できな
かった回数

０回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

29 総
受益者負担の適
正化事務

公共施設の利用状況や近
隣市町とのバランス等を
考慮し、適正な利用料金
の検討を図る。

市民

定
例
定
型

適切な受益
者負担の検
討及び算定

１２月 １２月 １２月 １２月

行政拠点地区駐車場
の暫定有料化等も含
め、受益者負担のあ
り方に関する検討を
推進できた。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持

予
算
な
し

29
受益者負担の適
正化事務

各施設におけ
る最新の維持
管理コストの
算定の検討
（中間年）

算定検討時期
２４年３
月

２４年３
月

各施設におけ
る最新の維持
管理コストの
算定

算定時期
２５年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

29
受益者負担の適
正化事務

公共施設白書
の作成の検討
（中間年）

検討時期
２４年３
月

２４年３
月

公共施設白書
の作成

作成期限
２５年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

29
受益者負担の適
正化事務

使用料のあり
方に関する基
本方針（案）
の作成

作成期限
２５年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

30 総
有料広告等新た
な財源の確保事
務

現在実施している広告媒
体以外に対象となり得る
媒体を検討する。

事業者
等

定
例
定
型

新たな自主
財源の検討
及び確保

２件 ２件 ２件 ２件

総合体育館、体育
館、屋内温水プール
の施設内への広告掲
載を実施した。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持

予
算
な
し

30

有料広告等新た
な財源の確保事
務

有料広告に関
する基準の見
直し

見直し期限
２４年３
月まで

２４年３
月まで

有料広告に関
する基準の見
直し

見直し期限
２５年３
月まで

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

30

有料広告等新た
な財源の確保事
務

新たな広告媒
体の検討に向
けた啓発

啓発通知の発
信

２３年４
月

２３年４
月

新たな広告媒
体の検討に向
けた啓発

啓発通知の発
信

２4年４
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

30

有料広告等新た
な財源の確保事
務

新たな広告媒
体の推進

広告媒体数 ２件 ３件
新たな広告媒
体の推進

広告媒体数 ２件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

888
災害応急対策活
動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

２３年６
月

２３年６
月

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

２４年６
月
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ー
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①
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事
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総
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フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業
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目的・成果

対
象
（

顧
客
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事
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区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働
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他

③
民
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活
用

事業の
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②
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営
の
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①
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③
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実績値

実績
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平成２４年度計画
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888
災害応急対策活
動

情報収集及び
関係機関との
連絡調整

情報収集及び
連絡調整の実
施

２３年６
月

２３年６
月

情報収集及び
関係機関との
連絡調整

情報収集及び
連絡調整の実
施

随時

888
災害応急対策活
動

図上（想定）
訓練の実施

訓練実施回数 ２回 ２回
図上（想定）
訓練の実施

訓練実施回数 ２回

888 総 庁内共通事務
庁内共通事務のとりまと
めや庁内外の照会回答を
行う。

職員

定
例
定
型

17 17 25 25
維
持

999 総 部内調整事務
部内の事務の調整を行
う。

部内職
員

定
例
定
型


